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In出isstudy， effects of expressway in the rural紅白 arestudied. At first， 
伺 chregion in Chubu-Area is compared by the growth rate of population. Secondly， 
effects by development of interchange are assessed by disαiminant function method. 
Then， as for development effects，出erelationship between three sectors is shown. 
Finally， by the method of Analytic Hierarchy Process， consciousness structure 
analysis is carried out for Chubu Longitudinal Expressway. 
Kの，>>匂IJ"ds: Effects of Expressway， Discriminant Function Method， Analytic Hierarchy 
Process 
1 .はじめに
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従来、高速道路は太平洋ベルト地帯など大都市聞を結ぶように建設されてきた。近年においては
21世紀の国土のグランドデザインにもみられるように多軸型国土形成が提唱されており、また、 11
次道路整備 5箇年計画では一般国道、主要地方道などの中でネットワーク上規格の高い道路として
整備することが望ましい路線を地域高規格道路として整備を進めるようになったことなど、均衡あ
る国土の発展が叫ばれるようになった。そこで、地方都市聞を結ぶ高速道路建設の必要性が生じて
きた。しかしながら、地方部においてはもともと交通需要が少ないこともあり、効果をふまえずに
高速道路を建設することは、最適な路線の選定や、効果を引き出すための施策を講じることができ
ないなど様々な負の影響が生じる可能性がある。
そこで本研究では、地方部において建設される高速道路が地域に及ぼす効果について考察する。
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まず、中部聞を対象として、定住人口の伸び率により地方生活圏、市町村別の比較を行う。次に、
判別分析法により高速道路のインターチェンジ(以下、 1Cとする)設置による効果を定住人口、
観光入込み客数、工業製造品出荷額等、小売業年間販売額を説明変数として分析を行った。また、
開発効果について、交通、交流、地域開発の 3つのセクター内の関係を示した。なお、事例研究と
して中部縦貫自動車道を対象としてAHP手法による意識構造分析を行っている。
2.高速道路の開通に伴う開発効果の研究事例
この分野における研究事例としては、 1980年代の初めから半ばにかけて高速道路の供用による走
行時間短縮から大都市を中心とした農産物の入荷範囲の拡大例えば1)や通勤通学圏域の拡大例えば 2)な
どがある。また、地方部においては大都市との時間距離が短縮されたことによる観光入込み客数例え
ば3)や工場立地件数の増大例えば 4)、総合医療施設例えば 5)に着目した効果分析が数多くみられる。 1980
年代後半は、走行時間短縮をベースに、従来の観光入込み客数など量的な視点からみた事例は多い
ものの、高速道路の供用で所要時間の精度が向上したことによる貨物輸送などの輸送計画の精度、
効率の向上例えば6)や農産物の価格安定例えば7)など質的な視点からみた事例が増えてきた。また、この
ころから地方部の定住、交流、就業の促進を効果として捉える事例例えば 8)がみられるようになって
きた。 1990年代の初めごろには、従来よりもさらに地方部に目を向けるようになり、交流人口を指
標とした地域活性化や地域連携に関する事例例えば 9)が増加し、後半においては 1995年 1月に阪神・
淡路大震災が発生したこともあり、災害時のリダンダンシーに着目した事例例えば 10)が数多くみられ
るようになった。
しかしながら、いずれも既存統計資料による分析に限られており、本研究で対象とする意識構造
に関する研究事例は少ない。
3.主な効果項目による地域比較
ここでは、開発効果のうち、主な効果項目であり、かつ重要な基本指標である定住人口を取り上げ、
日本の国土構造と高速道路の関係をみるため都道府県別の比較を行う。また、高速道路の効果は市
町村レベルを超えて地方生活圏レベルまで及ぶと考えられることから地方生活圏別の比較をそれぞ
れ行うともに、高速道路別に特徴をみるために路線別の比較を行う。なお、本研究において対象と
する中部縦貫自動車道の予定路線となる福井県および岐阜県については、参考として市町村別に比
較する。
( 1 )地方生活圏別比較
ここでは、対象とする地方生活圏を中部闇および関西圏(大阪府、兵庫県を除く)内とし、圏域
内の地方生活圏・二次生活圏を以下のようにゾーニングし、地域比較を行う。なお、中部縦貫自動
車道の予定路線となる福井県、岐車県については、設置予定のインターチェンジによる効果を厳密
にみるため、地方生活圏の構成単位である二次生活圏をゾーニングの対象とした。以上のようにし
てゾーニングした結果は表 3・1、表3・2、図 3・1にそれぞれ示すとおりである。
地方生活圏・二次生活圏別にこの 10 年間(1985 年~1995 年)の人口伸び率をみると、図 3・ 2
に示すとおりとなる。これをみると、対象とした 46圏域のうち、 29圏域が増加を示しており、
ごく一部の圏域を除きそのほとんどが圏域内に 1Cを持っている。これに対して、減少を示した圏
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域は 17圏域となっており、主に日本海側、中山間地域および紀伊半島南部に集中しており、その
中で 1Cを持っている圏域は5圏域にすぎない。
1985年まで高速道路供用
1995年まで高速道路供用
図 3ー 1 高速道路と生活圏
表 3・1 地方生活圏ゾーニング 表 3・2二次生活圏ゾーニング
県名 地方生活薗 ICの有無 県名 地方生活掴 「I 19邸rcのI有無1995 | l 
1鈎5 I 1995 
「ー ←一一地一一方一一ー 二次一一 ICの有無
県名 生活園 生活圃 1985 I 1995 
斬川 O 中南. O 
富山 O 伊働志摩 O 富山県
.岡 O 伊賀
ー量北
福井寝井 O 
緬 奥 M
井 '崎組 O 
砺漉 O 東紀州
If豊北" O 情却 O 
県 '*貨 O 備甫
1)‘浜
石川県 能量中古B O 滋賀県 中自由 O 飛脚
加賀 O 東北卸 O 
長野 O 京&¥1大観市田 O 
加茂
益田
加茂
訟本 O 京書目府 向邸 峻阜 O 
長野県 上回 O 北節 O 岐 般車 中iI O 
ItU 伊濁 。
来良県
積良大a宮市圃 O 
飯岡 O 南相
東観 O 和敬山 O 
阜 m上 。
県 大垣 O 
大 1
栂婁
鯵岡県 中旬 O 
和敬山県
図辺
西鶴 O '町宮
中津川恵孤 O 
E匝演 多治見 O 
L一一三軍県 北←一，一e 。且←ー 一一十一一
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( 2 )市町村別比較
福井県および岐車県の 1985年""'1995年におけ
る 10年間の各市町村の人口伸び率を図 3・3、図
3・4に、参考として示す。
これをみると、福井県では北陸自動車道沿線地域
のうち今庄町を除く全ての市町村が増加となって
おり、その他では福井市の周辺町村および嶺南の
上中町・大飯町が1Cを持っていないものの増加
を示している。
岐阜県においては、 1985年までに供用された名
神高速道路・中央自動車道の沿線地域のうち関ケ
原町を除く全ての市町村が増加を示している。ま
た、 1995年までに供用された東海北陸自動車道の
沿線地域では、愛知県に近接する 3市町で増加し
ているものの、その北部地域は減少を示している。
一方、飛騨地方他においては、中心都市高山市を 図 3ー 2 地方生活圏・ 二次生活圏別人口伸び率
中心として 8市町村が増加を示しており、高速道 (1985一1995)
路が供用されていないものの増加を示している理由として、この圏域内に数多く分布する広域的観
光資源によるものと考えられる。
図3・3 福井県市町村別人口伸び率 図 3-4 岐車県市町村別人口伸び率
4.路線別比較と IC設置の判別分析
都道府県別比較、地方生活圏別比較の対象とした定住人口以外に、交流人口、工業開発、商業開
発の3項目を取り上げ、判別分析により地方生活圏を対象として地域比較を行う。
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( 1 )路線別比較
前節では、効果項目として定住人口を取り上げ各圏域別に比較を行った。
1 Cは地域と高速道路を直接結ぶ施設であり、その設置状況により効果は変わってくるものと考
えられる。さらに、 1 C設置による効果は市町村の範囲を越えて影響を及ぼすものと考えられる。
IC設置による効果をより総合的にみるために、定住人口に加えて地域開発セクターより観光開発
(観光入込み客数伸び率(1992・1996年))、工業開発(工業製造品出荷額等伸び率(1985・1995年))、
商業開発(小売業年間販売額伸び率(1985・1994年))の 3項目を加えて、中部圏および関西闇(大阪
府、兵庫県を除く)における地方生活圏を対象とし、その圏域内にある高速道路(名神高速道路、中
央自動車道、北陸自動車道)の地方生活圏・路線別比較を行った。結果は定住人口、工業開発、商
業開発については表 4-1(地方生活圏)、表 4・2(路線)、観光開発については比較した年が 1992，
1996年のため表4・3(地方生活圏)、表4・4(路線)に示す。
まず、地方生活圏において 1C設置状況による各指標の平均伸び率をみると、 1Cが設置されて
いる地方生活圏においては人口、小売業年間販売額が、 1Cが設置されていない地方生活圏よりも
大幅に伸びている。つぎに、各路線別にみると、名神高速道路の 1Cが設置されている地方生活圏
においては、規模の大きい都市を結んでいることもあり、他の路線よりも人口、小売業年間販売額
が増加している。北陸自動車道沿線の地方生活圏においては、観光入込み客数が他の路線よりも大
幅に伸びている。
表 4・1 地方生活圏比較(各指標の伸び率(%)) 表4・3 地方生活圏比較(観光入込み客数の伸び率(%)) 
工業銀造品 í，j、元議~百丁一一
人口
(1 IIH 195) 出荷額等 販売額 地方生活掴
IIIIHI95) (1IIHI95) 
観光入込み嘗融
地方生活圏(1912 -1991) 
It!l年時点でICあり 5. 1 19. 9 45. 1 26地方生活圃地方生活圃
1915年時点でICあり O. 8 30地方生活圃地方生活圃
19¥年 石川県能量北却能量中館
時点で O. 8 42. 2 37. 0 長野県 長伊北野郵. 志倍摩率地'"上回1915年 京三毎重府県; 時点で ICあり
時19点M年で 石川，. 伊'長t量野，e1志t摩節健本地能峨量上中. -4. 1 長野県・ 図1985年 三重県.
時点で ICあり 東.府北却
ICなし ICなL
地方生活 三京量餌府県 伊南賀創地喝 康紀州地峨
圃 1何年
時点で O. 3 28. 9 40. 5 事良県南相
地方生活 三京事盆・良府県・伊陶南相賀組地lCJ匝紀州地lC
• 
19¥年
時点で 6. 1 
ICtし 和軍山県周辺衛書
峨阜県 :IR"I茂
IC駐し 拘峨'阜E山県幅 図辺 Ii宮
:買u.加茂
全箇 3. 7 1 5.3 4 O.9 全国 2. 6 
一ーーや一 ιー一 一一一一ー一一一一 一 一
表 4-2 路線別比較(各指標の伸び率(%) 表 4・4 路線別比較(観光入込み客数の伸び率(%)) 
ー一一一 一ー一一一 一‘ー
名19神1高年速時道点路で 5. 6 27. 2 49. 5 峨京滋S賀阜E府県. 東南鶴館大地S域B市圃中鼠地te
ICあり -大垣東海
名神高速道路
京滋岐S賀阜府県 車観陣大地S縮F市.中鱒地活11年時点で O. 2 
ICあり "繭大垣 東iI
中央自動車道
餓阜県 B東E能肪1m年時点で 2. 5 1 7. 1 32. 7 長野県 伊濁飯田
ICあり
中央自動時車点道で 餓阜県:.111年 -2. 3 
ICあり 長野県.厩筒・伊濁飯図
北19陸1年自動時車点道で
富山県・絹川富山高岡信浪
2. 5 28. 5 37. 8 石川県.加東賀北館地Jt温賀県:ICあり 福井県:繍北南組織問
北陸自動時点車道で
富山県:飯銅川賞 富山 高陶砺温
1m年 6. 3 石溢川賀県 : 
ICあり 福井県東.北北節地南調. 自繊碕
」円一ー ー 」ーーー 一ー一ーー 一一一一一一
( 2 )判別分析
前節まででは高速道路の整備による効果をそれぞれの指標の比較ではなく総合的に捉えるために、
中部圏および関西圏(大阪府、兵庫県を除く)における地方生活圏を対象とし、判別手法として代表
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的な線形判別関数により、 1C設置状況に関して分析を行った。
外的基準は“1985年までに当該地域に 1Cが設置されている"、“1985年までに当該地域に 1C 
が設置されていない"の 2群、説明変数は、国勢調査人口伸び率(1985・1995年)、観光入込み客数
伸び率(1992・1996年)、工業製造品出荷額等伸び率(1985・1995年)、小売業年間販売額伸び率
(1985-1994年)とし分析を行った。
その結果、判別的中率(表 4・5)をみると、全体的には 82.9%でかなり高く、中でも“ 1Cなし"
の判別的中率が 92.3%とかなり高い値となっている。
また、表 4・6より誤判別の結果をみると、実際が“1Cなし"に対して“ 1Cあり"と判別され
たのは、 5地域であり、その逆は富山県の砺波圏域と滋賀県の滋賀中部圏域の 2圏域である。この
2圏域はICの設置を有効に活用していないといえる。その要因としては、以下のとおりである。
砺波圏域については金沢と富山の中間にあり、富山から金沢や岐車へといった分岐点にあたるため
通過交通が多い。各効果項目を見てもすべての指標値が低い値となっている。滋賀中部圏域につい
ても名古屋と大阪の中間にあり、また、名神高速道路が通っており突通量はかなり多いが、そのほ
とんどは通過交通である。
表4・5 判別的中率
もとのの類型
ICなし
ICあり
計
ICなしと判別
10 (66.7%) 
2 (7.7%) 
12 
ICありと判別
5 (33.3%) 
24 (92.3%) 
29 
表4・6 各地域の判別状況
もとの類型 ICなしと判別 ICありと判別
能登北部能登中部松本
ICなし 伊勢志摩地城東紀州地域 長野上回伊賀地域京書官南部京都北部商和 飛騨加茂
田辺新宮
新川富山高岡加賀"訪伊都
飯田静岡E使節静'便岡中都静岡西部
名古屋大書宮市圏 三河北勝地縁
ICあり 砺波 滋賀中部地域 中南勢地1<< 溢賀南京部地織
滋賀東北節地織 書官大観市圏
家良大郷市圏和歌山徹北
南越嶺南岐阜大t亘東灘
言十 1 2 29 
~ー一一ーー ー←ーー一一ー~ー--ー‘ 一一一 一一一一一一一一
5.開発効果の効果項目とセクター聞の関係
的中率(%)
66.7 
92.3 
82.9 
針
1 5 
26 
41 
従来、高速道路は東名・名神高速道路を代表とするように人口など集積の多い地域を結ぶように
整備されてきたが、今後は横断道など人口集積の少ない地方部において高規格幹線道路の整備が展
開されることが予想される。地方部においては高速道路の開通による観光客の増加など地域の活性
化の起爆剤としての期待が大きい。しかしながら、高速道路開通に伴う開発効果やその波及を事前
に捉え、効果を引き出すような施策を講じないと、十分な効果が得られない。
そこで、地方部における高速道路の開通に伴う開発効果を分析するにあたって、前章の事例調査
を踏まえた上で、中部縦貫自動車道およびその沿線地域を事例として取り上げ、その特性を考慮し
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効果項目を抽出し、 3つのセクターに分類しセク 表5・1 中部縦貫自動車道開発に伴う効果項目
タ一間の関係を整理する。次に、抽出した効果項
日間の関連などについて検討し、対象領域を明確
にする。
( 1 )中部縦貫自動車道の概要
中部縦貫自動車道は高規格幹線道路のうち一般
国道 158号の自動車専用道路として福井県福井市
より美濃、飛騨の険しい山岳地帯を通り長野県松
本市に至る約 160kmの高速道路である。中部縦
貫自動車道の建設により福井県の交流圏は広域的
に拡大し、多方面に渡る開発効果がもたらされる
ものと期待されている。
( 2 )効果項目の整理
地方部における高速道路の開通に伴う効果項目
およびその内容を表 5・1に示す。
まず、直接効果については、表中の 1"'3が現
在事業効果を費用便益分析により算出するための
便益の項目となっている。それに中部縦貫自動車
道の特性を考慮し、 4の災害時のリダンダンシー
の向上、 5の耐雪性の向上の 2項目を加えている。
外部経済効票
直接苅票
間接姐果
刻果盃業外部
知果項目
1.移動時間の短縮
2.走行費用の節減
3.交通事故の減少
4.災害時のリダンダンシーの向上
5.耐雪性の向上
6.既存道路の混雑緩和および環境改善
7救急・災害に対する地域の安全性の向上
8.交流圏の拡大(人)
9.市場圏の拡大(もの)
10.地域聞における連携の促進
1.交流拠点の創出
12.交流人口の増加
13.地域アイデンテイアイの形成
14J也域のイメージUP
15観光開発
16.工業開発
17商業開発
18.疏通拠点の形成
19.宅地化の促進
20.定住人口の維持
21企業の増収
22雇用の拡大・所得の増加
23.税収の増加
-自然資源の減少や改変
-騒音・排ガスの新たな発生
-農林地の減少
間接効果については表中の 6"'23の 18項目であり、従来は交流に関する項目は少なかったが、
人口など集積の少ない地方部の特性を考慮すると交流と連携は今後の重要な課題となることから、
ここでは特に 8の交流圏の拡大を従来の分析に加えている。
( 3 )セクター聞の関係
事例調査によれば効果項目は主
に交通機能・地域開発機能に大別
されているが、これから地方部に
おいて建設される高速道路は交
流・連携が重要な効果として考え
られるため、ここでは新たに交流
機能を加え、交通セクター・交流
セクター・地域開発セクターの 3
つのセクターに分類する。これら
3つのセクター聞の関係について
は図 5・1に示すとおりとなる。
図5-1より 3つのセクター聞の
関係をみると、交通セクターから
交流・地域開発セクターに波及し、
交通セクター
1移捌暗聞の短鎗
2走行費用の節減
a交通事畿の減少
4災宮崎のリダンタン
ジー の向上
5副書牲の向上
6厩普通信の混穏健和
および環1I~嘗
7叡急・災曹に却する
勉Jlの安全性の舟上
外部不経済
O自然資事の減少や祖霊
O騒音・排ガスの泡大
O贋綜地の減少
交流セクター
8交流・の銘文(人)
9市旭・の銘文(ちの)
10勉繊聞における連』障の
促進
1受溌健点の創出
12交涜人口の10
13.地1lJ'イデシティティ
の形成
14勉績のイメー ジUP
図 5-1 セクター聞の関係
地鼠開発セクター
15観光"発
16工銭開発
17高幾開発
18.流通鑓点の形成
19宅勉化の促進
m腿人口の制・2・-;.
21企援の噌眼
22雇用の銘文・所得の1加
23税取の11M
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交流セクターと地域開発セクターは相互依存の関係にある。また、交通セクターの効果項目として
は表 5・1に示した直接効果 1"-'5の5項目、間接効果 6"-'7の2項目であり、交流セクターは間接効
果8"-'14の7項目、地域開発セクターは間接効果 15"-'23の9項目である。
6.沿道地域の現状
中部縦貫自動車道沿線地域にとって、高速道路整備効果の基本となる項目として、定住人口、産
業開発(第 1産業、第 2産業、第3産業)、産業構造変化などの項目を取り上げ、松岡町から、永平
寺町、上志比村、勝山市、大野市、和泉村までの地域についてまとめて示す。
なお、対象年度は 1980年(昭和 55年)から 1995年(昭和 7年)である。
( 1 )人口
①定住人口・世帯数
図6-1は、人口・世帯数の伸び率をみたものである。全体としては減少化傾向を示しているが、
地域別にみると、定住人口は松岡町では約 10%の伸び、和泉村では約 45%の減少を示して、その他
の地域では、少々減少を示した。世帯数について、和泉村以外の5つの地域では少々増加を示した。
② 4区分人口比率
図6・2は、 4区分人口比率変化をみたものである。図から見ると、 1 5年間すべての地域の幼年
人口が減少し、 65歳以上の高齢者人口を増加してきたことが分かる。
国勢調査人口・世帯数(合計値) 4区分人口岬(合同)
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図6-1定住人口・世帯数
③ 1 0歳階級別人口
図6・3は、人口ピラミッド図であるが、 1 5年間にかけて、ピラミッド型から釣鐘型に移行して
おり、人口構成の高齢化が急速に進んでいることを示している。
④自然・社会人口増減累積
図6・2 4区分人口比率
図6・4は、人口自然増減(出生・死亡)、社会増減(転入・転出)の累積をみたものである。自然
増加を示した地域は、和泉村以外の 5つの地域であり、社会増減については、松岡町、永平寺町で
増加を示し、上志比村、勝山市、大野市、和泉村で減少を示した。
⑤青年層人口推移
図6・5は、 25-34歳入口男女別推移をみたものである。全体としては減少傾向であるが、松
岡町だけ男性青年層人口で少々増加を示している。
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図6・3 10歳階級別人口推移
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図6・4 自然・社会増減累積 図6-5 青年層人口推移
( 2 )産業
①産業開発
図 6・6は、第 1産業、第 2産業、第3
産業における従業者数構成比率をみたも
のである。すべての地域で、第 1産業従
業者数が減少し、第3産業従業者数が増
加してきたことを示している。ただし、
和泉村において第 1産業従業者数が少々
増加を示している。
②産業別振興指標
図 6-7は、1995年(昭和 7年)におけ
る農業所得、工業出荷額、商業所得の三
つの指標を地域別に見たものである。商
業所得が最も高いことがわかる。
「一
昭55.8704 
昭60.72' 
平2.7243 
平7E
産業別就業者数(合計値)
60% 
2ω“圃・・
[長E量産. ・忌次時7ロ第3~忌主]
図 6-6 産業別就業者数推移
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産業別振興指標
!・総間防空永平三町・土志比村口勝LlJ市・大豆7セ竺和泉什」
2，500 I 
??
???????? ????
国国首 回・
•• 農業所得(万円) 工業出荷額(万円) 商業所得(万円)212 1.228 1，865 
242 1，280 1，290 
193 978 947 
168 1，524 1，837 
265 1，326 2，032 
84 883 1.228 
2，000 ' 
1.500 ， 
1，000 I 
500 
農業所得 農業従業者一人当たり生産農業所得(年間総生産農業所得÷農業従業者)
福井県市町村要覧 平成7年数値
工業出荷額 工業従業者一人当たり製造品出荷額(年間総製造品出荷額÷工業従業者)
福井県市町村要覧 平成7年数値
商業所得 商業従業者一人当たり商業所得(年間総商業所得÷商業従業者)
福井県市町村要覧 平成6年数値
図 6-7 産業別振興指標
( 3 )観光
中部縦貫自動車道沿線地域、福井県内での松岡町から、和泉村まで 6つの地域全体の観光入込み
客数推移は図 6・8""図6-11までにそれぞれ示すとおりである。
図 6-8は、平成元年から平成9年における観光入込み客数を県外・県内別に分け、その推移をみ
たものである。全体では増加傾向にあるが、永平寺町でこの 9年間に大幅な減少が見られる。なお、
松岡町、上志比村、勝山市では県内観光客を主にしている。
図6・9は観光入込み客数の日帰り・宿泊別に推移(平成元年~平成 9年)をみたものであるが、
圧倒的に日帰り客が多くなっている。
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図6・8 観光客入込み数の県内外の推移 図6・9 観光客入込み数の日帰り・宿泊の推移
355 
図 6・10は、 6つの地域で観光入込み客数の目的別に推移(平成元年~平成 9年)をみたもので
ある。行楽目的の構成比が大きくなってきているが、永平寺で寺社文化財の目的での観光客は平成
元年""9年に約60%から 40%まで減らしている。
図6・11は、平成9年おいて 6つの地域で観光入込み客数の季節別割合の推移をみたものであるが、
ほほ、オールシーズン型となっている。
観光客入込数(目的)推移
h. ft.1事剛山戸空:ー ]
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図6・10 観光客入込数目的別推移 図6・11 観光客入込数季節別割合
7 • AHPによる階層構造分析
( 1 )地域の連携と交流のための機能
地域連携とは、複数の都市或いは地域が、新たな地域発展や質の高いサービスの提供等を図るた
めに、共通の目的意識を持って地域の資源、基盤を相互に共有化し、補完関係を持った活動を行う
ことである。中部縦貫自動車道の整備によって沿線市町村にとっての連携と交流による活力ある地
域をつくるためには、地域において、暮らしのための生活機能、地域固有の価値を創出するための
文化・産業機能、安心して暮らすための国土の安全・環境機能の三つの機能が必要である。これら
は地域発展の最も基本的な評価基準となっており、その三つの機能の確保は地域にとってきわめて
重要である。
生活機能は、「豊かでゆとりある暮らし」の実現のために最も基本的に必要な機能である。生活機
能は、 1次活動(住む、食べるなど)に係わる機能、 2次活動(働く、学ぶ、買う、癒すなど)に
係わる機能、 3次活動(遊ぶ、集うなど)に係わる機能に分けて考えることができる。このうち、
1次活動に係わる機能においては、全て揃っていることが不可欠な条件であり、 2次及び3次活動
の機能については、必要かつ義務的な活動から付加価値的な活動までその内容は様々である。
文化・産業機能は「地域の自立」の実現のために必要な機能である。地域の自立とは、「地域が、
その地域固有の資源を核として、産業・文化活動を創造し、広く受発信して、地域経営を行う」こ
とである。地域の自立に必要となる機能は、資源の創出や向上に係わる機能(地場資源、資本・情
報等)、新たな情報や価値の創造機能(研究開発、新規機能の創出等)などである。
安全・環境機能は「国土、自然、生命の維持」の実現するために必要な機能である。それは、安
全性向上に係わる機能(防災、危機管理、国土管理等)及び環境の保全・改善に係わる機能(自然
環境の保全、文化環境の改善等)である。
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今後、前述のような 3つの機能を確保し、「豊かな暮らしJを実現していくためには、広域的な交
流と連携が必要であり、実質的な機能を高めることによって、個々の都市・地域への過度集積が生
じることなく、新たな地域発展やより高い機能の選択可能性の提供を目指すことが重要である。
( 2 )階層構造の設定と意識調査
前述した交通網整備によって地域発展の綜合的な評価の観点に基づいて、 AHP{Analytic
Hierarchy Process階層化意思決定法)を適用して、地域の道路整備の総合評価を行うに当たって採
用した評価項目とそれらの階層構造を以下に示す。
レベル4
(代省案)
????????????
??????
????????
?????
レベル3
第 3次活動
遊ぷ
・集う
第 1次活動
住む
食べる
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買う
癒す
資源
地渇資源
資本、情報
創造
研究、開発
新規縄能の創出
安全
防災、危細血管理
国土管理
環境
自然濁繍保全
文化珊t寛改普
(肝価基準)
レ〆て)!-2 
生活機能
レハリレ 1
(最終目標)
文化・産業
機能
????????
受発信
・流通、物流
コミュニケー
ユJヨノ
安全・環境
機能
AHPによる階層構造図
AHPは、レベル 1を最終目標、レベル2、レベル3を評価基準、レベル4を代替案として問題の
要素をレベルに分け、要素聞の一対比較により最終目標(レベル 1)からみた評価基準(レベル2、
レベル3)の重要度を求め、次に評価基準(レベル2、レベル 3)からみた代替案(レベル4)の
重要度を評価し、最後に最終目標(レベル 1)のためにどの代替案(レベル4)を用いるのが良い
かを求める手法である。今回用いた階層構造は図-1に示すとおりである。
図7・1
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調査は、中部縦貫自動車道開発効果分析調査の研究会メンパーと大学の研究者及び建築建設工学
科大学院生を含む 40名が行った。まず、中縦開発効果研究会のメンバーにより、 AHPの説明と評
価システムの説明を行って、その後、一対比較によるアンケート調査を行った。最後に、記入済み
のアンケート調査表に基づいて重みを計算し、全体としての総合評価を進めた。
なお、今回の調査は日本における調査であるが、今後、中国各地での同様の調査により、国際比
較を行う予定である。
( 3 )グループ別比較
表7-1 AHPによる集計結果
グループ A (24人) グループ B (16人)
中部縦貫自動車道の整備を最優先にする 地様の道路針画を優先させる
平均 最小 最大 平均 最小 最大
中部縦貫 0.657 0.552 0.850 0.372 0.180 0.497 
地均車道路 0.301 0.150 0.448 0.628 0.503 0.820 
レベル1 生活後能 0.377 0.055 0.649 0.392 0.097 
文化・産業縫能 0.299 0.062 0.648 0.178 0.063 0.778 
安全・環境繊能 0.282 0.072 0.808 0.431 0.111 0.785 
レ")L-2 第1次活動 0.130 0.008 0.460 0.178 0.009 0.393 
第2次活動 0.148 0.008 0.471 0.129 0.020 0.383 
第3次活動 0.099 0.008 0.382 0.085 0.014 0.401 
資源 0.068 0.016 0.164 0.055 0.008 0.109 
創造 0.116 0.005 0.474 0.044 0.011 0.144 
受発信 0.115 0.010 0.288 0.079 0.090 0.551 
安全 0.176 0.016 0.568 0.224 0.030 0.707 
環境 0.106 0.015 0.674 0.207 0.028 0.554 
レベル3 住む 0.090 0.006 0.402 0.134 0.006 0.341 
食べる 0.040 0.001 0.321 0.043 0.002 0.114 
働く 0.059 0.001 0.216 0.049 0.003 0.125 
学ぶ 0.025 0.002 0.113 0.025 0.002 0.074 
買う 0.028 0.001 0.180 0.022 0.002 0.072 
.す 0.041 0.002 0.152 0.034 0.003 0.192 
遊ぶ 0.068 0.001 0.270 0.057 0.008 0.361 
集う 0.032 0.004 0.191 0.027 0.003 0.097 
地場資源 0.027 0.003 0.123 0.032 0.001 0.085 
資本・情報 0.038 0.005 0.100 0.023 0.007 0.054 
研究・開発 0.047 0.001 0.395 0.024 0.002 0.089 
新規繊能 0.058 0.005 0.283 0.019 0.002 0.072 
流通・物流 0.053 0.002 0.246 0.047 0.001 0.459 
コミュニケー ション 0.052 0.006 0.233 0.032 0.003 0.098 
防災・危後管理 0.115 0.006 0.497 0.113 0.006 0.394 
国土管理 0.080 。004 0.298 0.111 0.007 0.618 
自然環境 0.068 0.007 0.561 0.151 0.007 0.485 
文化環犠 0.036 0.008 0.125 ) 0.056 0.017 0.145 ) 
表7・1は、レベル 1--3の項目について、 2つの最終的代替案の選択意向の重みを計算した結果
を示したものである。ここで、レベル 4の選択結果によって A、B2つのグループに分けられてい
る。結果により「中部縦貫自動車動の整備を最優先にする」を重みの上位となる人はグループAと
し、「地域の道路計画を優先させる」を重みの上位となる人はグループBとする。Aグループでは、
文化・産業機能の重視の程度はBグループより比較的重い。そのうち、特に地域に「研究・開発」
と「新規機能の創出」など創造機能と、「地域間のコミュニケーション」など受発信機能が高くなっ
ている。それに対して、 Bグループでは、生活機能(特に 1次活動の「住むJ)を比較的重視し、安
全・環境機能を重視している。特に自然環境と文化環境の保全についての重みが高くなっている。
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( 4 )特徴的な意識構造の例
いま、両グループで一番代表的な回答を選んで比較してみる。
Aグループで、中部縦貫優先のウェイトが一番高い回答 (A)の階層図を図ー 2(a)に、 Bグルー
プで、地域道路優先のウェイトが一番高い回答 (B)の階層図を図ー 2(b)に示す。この 2つの回答
からみると、生活機能については、回答 (B)の重み付けが高い。そのうち、特に 1次活動の「住
むJと「食べる」において、回答 (A)の方が回答 (B)より極端に高くなっていることがわかる。
また、 3次活動のうちの「遊ぶ」と「集う」においては、回答 (A)の方が回答 (B)よりやや高く
なっている。回答 (B)が地域生活の 1次活動に対してより重要な役割を期待しており、これに対
して、回答 (A)が「遊ぶ」や「集う」など3次活動に対して期待していることが読み取れる。
次に、文化・産業機能についてみると、回答 (A)の方が評価が高い。特にそのうちの「研究・
開発」や「新規機能の創出Jなど創造機能において、かなり期待が大きいことがわかる。また、地
域自然、文化など地場資源においても回答 (A)の評価が相対的に高い。このように、中部縦貫自
動車道の整備が地域における研究開発、新規創造及び流通、コミュニケーションの促進によって、
地域に新たな発展をもたらすと評価されていることがわかる。
次に、安全・環境機能についてみると、ほとんど同じようなウェイトが得られているが、その中
に、「防災」、「危機管理」や「国土管理Jなど国土安全機能では、回答 (A)の方が回答 (B)より
かなりウェイトが高い。また、「自然環境」、「文化環境」については、回答 (B)の方が非常に評価
が高い。すなわち、中部縦貫自動車道の整備が国土の安全の面には非常に重要な期待があると考え
られており、一方で、自然環境の保全について、中部縦貫自動車道の整備では充分な配慮が必要で
あることがわかる。
生活機能
文化・産業機能
安全・環境機能
1次活動(住む、食べる)
2次活動(働く、学ぶ、買う、癒す)
3次活動(遊ぶ、集う)
図7-2(a) 中部縦貫自動車道の整備を最優先にする
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安全・環境機能 安全(防災・危機管理、国土管理)
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図 7-2(b) 地域の道路計画を最優先にする
8.まとめ
本研究では、地方部において建設される高速道路が地域に及ぼす効果について、中部縦貫自動車
道をケーススタディとして考察した。
本研究により得られた知見を以下に示す。
( 1 )北陸自動車道沿線地域において観光入込み客数がかなり増加しており、この高速道路は観光
活動に対してかなりの効果が生じている。
(2) 1 C設置状況に関して、人口、観光、工業、商業に関する指標を用いて判別分析を行ったと
ころ判別的中率が 82.9%と高く、この 4指標によって説明できることがわかった。
(3) AHP手法を用い、中部縦貫自動車道建設に関して意識構造分析を行ったところ、中部縦貫自
動車道の建設を最優先にすると答えたグループの人は「研究・開発」や「地域間のコミュニケ
ーシヨン」など文化・産業機能を重視しており、地域の道路整備を最優先すると答えたグル
ープの人は「自然環境」や「文化環境」など安全・環境機能を重視している。
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